
Ⅱ.排出水に係る基準 

1.水質汚濁防止法に基づく排水基準 
 

水質汚濁防止法により､特定施設を設置する工場又は事業場(特定事業場)からの排出水は､排出基準を遵守

することが義務付けられており､有害物質と生活環境に係る一律基準が定められています｡ダイオキシン類には

ダイオキシン類対策特別措置法による特定施設と排出基準が定められています｡ 

群馬県条例による排水基準は､有害物質については一律基準と同様ですが､生活環境項目についてはいく

つかの上乗せがあり､かつ条例に基づく水質特定施設に対してホルムアルデヒドが横乗せになっています｡ 
 

表1 有害物質に係る一律基準 昭和46年総令35号別表第1 

有害物質の種類 許容限度 

ｶﾄﾞﾐｳﾑ及びその化合物 0.03mg/L 

ｼｱﾝ化合物 1mg/L 

有機燐化合物 

(ﾊﾟﾗﾁｵﾝ､ﾒﾁﾙﾊﾟﾗﾁｵﾝ､ﾒﾁﾙ

ｼﾞﾒﾄﾝ及びEPNに限る) 

1mg/L 

鉛及びその化合物 0.1mg/L 

六価ｸﾛﾑ化合物 0.5mg/L 

砒素及びその化合物 0.1mg/L 

水銀及びｱﾙｷﾙ水銀､ 

その他の水銀化合物 
0.005mg/L 

ｱﾙｷﾙ水銀化合物 検出されないこと 

ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪﾆﾙ 0.003mg/L 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.1mg/L 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.1mg/L 

ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 0.2mg/L 

四塩化炭素 0.02mg/L 

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.04mg/L 

1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 1mg/L 

有害物質の種類 許容限度 

ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.4mg/L 

1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 3mg/L 

1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.06mg/L 

1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 0.02mg/L 

ﾁｳﾗﾑ 0.06mg/L 

ｼﾏｼﾞﾝ 0.03mg/L 

ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌ  ゙ 0.2mg/L 

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 0.1mg/L 

ｾﾚﾝ及びその化合物 0.1mg/L 

ほう素及びその化合物 
海域以外10mg/L 

海域230mg/L 

ふっ素及びその化合物 
海域以外8mg/L 

海域15mg/L 

ｱﾝﾓﾆｱ､ｱﾝﾓﾆｳﾑ化合物､ 

亜硝酸化合物及び 

硝酸化合物 

ｱﾝﾓﾆｱ性窒素に0.4を乗じた

もの､亜硝酸性窒素及び硝酸

性窒素の合計量100 mg/L 

1,4-ｼﾞｵｷｻﾝ 0.5mg/L 

1.｢検出されないこと｣とは､排水基準に係る検定方法(昭和49年環告64号)による結果が定量限界を下回ることをいう｡ 

2.砒素についての排出基準は改正政令施行の際､現に湧出している温泉を利用する旅館業に属する事業場に係る排出水については当分の間､適用しない｡ 

 

表2 生活環境に係る一律基準 昭和46年総令35号別表第2 

項目 許容限度 

水素ｲｵﾝ濃度(pH) 
海域以外5.8以上8.6以下 

海域5.0以上9.0以下 

生物化学的酸素要求量(BOD) 160(日間平均120)mg/L 

化学的酸素要求量(COD) 160(日間平均120)mg/L 

浮遊物質量(SS) 200(日間平均150)mg/L 

ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質含有量 

(鉱油類含有量) 
5mg/L 

(動植物油脂類含有量) 30mg/L 

ﾌｪﾉｰﾙ類含有量 5mg/L 

項目 許容限度 

銅含有量 3mg/L 

亜鉛含有量 2mg/L 

溶解性鉄含有量 10mg/L 

溶解性ﾏﾝｶﾞﾝ含有量 10mg/L 

ｸﾛﾑ含有量 2mg/L 

大腸菌群数 日間平均3,000個/cm3 

窒素含有量 120(日間平均60)mg/L 

燐含有量 16(日間平均8)mg/L 

1.｢日間平均｣による許容限度は､1日の排出水の平均的な汚染状態について定めたものである｡ 

2.この表に掲げる排出基準は､1日当たりの平均的な排出水の量が50m3以上である工場又は事業場に係る排出水について適用する｡ 

3.pH及び溶解性鉄についての排出基準は､硫黄鉱業に属する工場又は事業場に係る排出水については適用しない｡ 

4.pH､銅､亜鉛､溶解性鉄､溶解性ﾏﾝｶﾞﾝ及び全ｸﾛﾑについての排出基準は改正政令施行の際､現に湧出している温泉を利用する旅館業に属する事業場に係る排出水につ

いては､当分の間､適用しない｡ 

5.BODについての排出基準は､海域及び湖沼以外の公共用水域に排出される排出水に限って適用し､CODについての排出基準は､海域及び湖沼に排出される排出水に

限って適用する｡ 

6.窒素含有量についての排出基準は､窒素が湖沼ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝの著しい増殖をもたらすおそれがある湖沼として環境大臣が定める湖沼及びこれに流入する公共用水域に排出

される排出水に限って適用する｡ 

7.燐含有量についての排出基準は､燐が湖沼ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝの著しい増殖をもたらすおそれがある湖沼として環境大臣が定める湖沼及びこれに流入する公共用水域に排出され

る排出水に限って適用する｡ 



表3 ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類水質排出基準 平成11年総令67号別表第2 

特定施設の種類 許容限度 

令別表第二第一号から第十九号までに掲げる施設 10pg-TEQ/L 
 

表4 特定地下浸透水に係る検出されるとする濃度 平成元年環告39号別表 
有害物質の種類 検出されるとする濃度 

ｶﾄﾞﾐｳﾑ及びその化合物 0.001mg/L 

ｼｱﾝ化合物 0.1mg/L 

有機燐化合物 

(ﾊﾟﾗﾁｵﾝ･ﾒﾁﾙﾊﾟﾗﾁｵﾝ･ﾒﾁﾙ

ｼﾞﾒﾄﾝ及びEPNに限る) 

0.1mg/L 

鉛及びその化合物 0.005mg/L 

六価ｸﾛﾑ化合物 0.04mg/L 

砒素及びその化合物 0.005mg/L 

水銀及びｱﾙｷﾙ水銀 

その他の水銀化合物 
0.0005mg/L 

ｱﾙｷﾙ水銀化合物 0.0005mg/L 

ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪﾆﾙ 0.0005mg/L 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.002mg/L 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.0005mg/L 

ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 0.002mg/L 

四塩化炭素 0.0002mg/L 

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.0004mg/L 

有害物質の種類 検出されるとする濃度 

1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.002mg/L 

ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.004mg/L 

1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.0005mg/L 

1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.0006mg/L 

1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 0.0002mg/L 

ﾁｳﾗﾑ 0.0006mg/L 

ｼﾏｼﾞﾝ 0.0003mg/L 

ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌ  ゙ 0.002mg/L 

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 0.001mg/L 

ｾﾚﾝ及びその化合物 0.002mg/L 

ほう素及びその化合物 0.2mg/L 

ふっ素及びその化合物 0.2mg/L 

ｱﾝﾓﾆｱ､ｱﾝﾓﾆｳﾑ化合物､ 

亜硝酸化合物及び 

硝酸化合物 

ｱﾝﾓﾆｱ性窒素0.7mg/L 

亜硝酸性窒素0.2mg/L 

硝酸性窒素0.2mg/L 

ｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.0002mg/L 

1,4-ｼﾞｵｷｻﾝ 0.005mg/L 
 

表5 水質汚濁防止法地下水浄化基準 昭和46年総・通令2号別表第2

有害物質の種類 基準値 

ｶﾄﾞﾐｳﾑ及びその化合物 0.003mg/L 

ｼｱﾝ化合物 検出されないこと 

有機燐化合物 

(ﾊﾟﾗﾁｵﾝ･ﾒﾁﾙﾊﾟﾗﾁｵﾝ･ﾒﾁﾙ

ｼﾞﾒﾄﾝ及びEPNに限る) 

検出されないこと 

鉛及びその化合物 0.01mg/L 

六価ｸﾛﾑ化合物 0.05mg/L 

砒素及びその化合物 0.01mg/L 

水銀及びｱﾙｷﾙ水銀 

その他の水銀化合物 
0.0005mg/L 

ｱﾙｷﾙ水銀化合物 検出されないこと 

ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪﾆﾙ 検出されないこと 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.01mg/L 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.01mg/L 

ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 0.02mg/L 

四塩化炭素 0.002mg/L 

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.004mg/L 

有害物質の種類 基準値 

1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.1mg/L 

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.04mg/L 

1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 1mg/L 

1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.006mg/L 

1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 0.002mg/L 

ﾁｳﾗﾑ 0.006mg/L 

ｼﾏｼﾞﾝ 0.003mg/L 

ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌ  ゙ 0.02mg/L 

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 0.01mg/L 

ｾﾚﾝ及びその化合物 0.01mg/L 

ほう素及びその化合物 1mg/L 

ふっ素及びその化合物 0.8mg/L 

ｱﾝﾓﾆｱ､ｱﾝﾓﾆｳﾑ化合物､ 

亜硝酸化合物及び 

硝酸化合物 

亜硝酸性窒素及び硝酸性

窒素の合計量 

10mg/L 

ｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.002mg/L 

1,4-ｼﾞｵｷｻﾝ 0.05mg/L 
｢検出されないこと｣とは､第九条の四の規定に基づく方法(平成8年環告55号)による結果が定量限界を下回ることをいう｡



表6 水質汚濁防止法及び群馬県条例排水基準(排水基準､特定排出水規制基準､特定排出水基準) 

(水質汚濁防止法第3条第3項の規定に基づく排水基準を定める条例第2条 別表 他)   
      工場･事業場 

     
特定事業場 

(排水基準) 
水質特定事業場 

(特定排出水規制基準) 

その他の工場･事業場 

(特定排出水基準) 
下水

道に

接続

して

いる

場合 

     
豚房･牛房･馬

房以外 

豚房･

牛房･

馬房 

  
豚房･牛房･馬

房以外 

豚房･

牛房･

馬房 

  

    日平均排水量 
30m3 

以上 

10m3 

以上 

30m3 

未満 

10m3 

以上 

10m3 

未満 

30m3 

以上 

10m3 

以上 

30m3 

未満 

10m3 

未満 

30m3 

以上 

10m3 

以上 

30m3 

未満 

10m3 

以上 

10m3 

未満 

有
害
物
質 

ｶﾄﾞﾐｳﾑ及びその化合物 0.03 0.03 - 

下
水
道
関
係
法
令
叏
定
叢
召
叉
厵
叭
双
叩
召 

ｼｱﾝ化合物 1 1 - 

有機燐化合物 1 1 - 

鉛及びその化合物 0.1 0.1 - 

六価ｸﾛﾑ化合物 0.5 0.5 - 

砒素及びその化合物 0.1 0.1 - 

水銀及びｱﾙｷﾙ水銀その他の水銀化合物 0.005 0.005 - 

ｱﾙｷﾙ水銀化合物 検出されないこと 検出されないこと - 

ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪﾆﾙ 0.003 0.003 - 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.1 0.1 - 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.1 0.1 - 

ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 0.2 0.2 - 

四塩化炭素 0.02 0.02 - 

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.04 0.04 - 

1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 1 1 - 

ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.4 0.4 - 

1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 3 3 - 

1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.06 0.06 - 

1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 0.02 0.02 - 

ﾁｳﾗﾑ 0.06 0.06 - 

ｼﾏｼﾞﾝ 0.03 0.03 - 

ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌ  ゙ 0.2 0.2 - 

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 0.1 0.1 - 

ｾﾚﾝ及びその化合物 0.1 0.1 - 

ほう素およびその化合物 10(*1) 10 - 

ふっ素及びその化合物 8(*1) 8 - 

ｱﾝﾓﾆｱ,ｱﾝﾓﾆｳﾑ化合物､亜硝酸化合物及び

硝酸化合物 
100(*1) 100 - 

1,4-ｼﾞｵｷｻﾝ 0.5 0.5 - 

生
活
環
境
項
目 

水素ｲｵﾝ濃度(pH) 5.8以上8.6以下 - 5.8以上8.6以下 - 5.8以上8.6以下 - 

生物化学的酸素要求量(BOD) 25 60 80 - 25 60 - 25 60 80 - 

化学的酸素要求量(COD) 25 60 80 - 25 60 - 25 60 80 - 

浮遊物質量(SS) 50 70 120 - 50 70 - 50 70 120 - 

ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質含有量(鉱油類) 5 - 5 - - 

(動植物油脂類) 30 - 30 - - 

ﾌｪﾉｰﾙ類含有量 1 - 1 - - 

銅含有量 3 - 3 - - 

亜鉛含有量 2(*1) - 2 - - 

溶解性鉄含有量 10 - 10 - - 

溶解性ﾏﾝｶﾞﾝ含有量 10 - 10 - - 

ｸﾛﾑ含有量 2 - 2 - - 

大腸菌群数 [3,000] - [3,000] - - 

窒素含有量 120[60](*1) - 120[60] - - 

燐含有量 16[8](*1) - 16[8] - - 

ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄ  ゙ - 10 - - 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類 10pg-TEQ/L(*2) 
1.単位はmg/L以下(ただし､pHは単位無し､大腸菌群数は個/cm3以下)｡[ ]は日間平均値｡ 

2.排出水基準は､浄化槽法第2条第一号に規定する浄化槽において処理された排出水を除いた排出水について適用する｡ 

3.pH及び溶解性鉄についての排水基準は､硫黄鉱業に属する工場又は事業場に係る排出水については適用しない｡ 

4.砒素､pH､銅､亜鉛､溶解性鉄､溶解性ﾏﾝｶﾞﾝ及び全ｸﾛﾑについての排水基準は改正政令施行の際､現に湧出している温泉を利用する旅館業に属する事業場に係る排出水については､当分の間､ 

適用しない｡ 

5.pHについての排出水基準は､硫黄鉱業に属する工場又は事業場及び改正政令施行の際､現に湧出している温泉を利用する旅館業に属する事業場に係る排出水については､当分の間､ 

適用しない｡ 

6.BODについての排出基準は､海域及び湖沼以外の公共用水域に排出される排出水に限って適用し､CODについての排出基準は､海域及び湖沼に排出される排出水に限って適用する｡ 

7.窒素含有量についての各基準は､阿賀野川水系に係る河川､信濃川水系に係る河川及びこれらに流入する公共用水域に排出される排出水については適用しない｡ 

8.燐含有量についての排水基準は､信濃川水系に係る河川及びこれに流入する公共用水域(野反湖及びこれに流入する公共用水域を除く｡)に排出される排出水については適用しない｡ 

9.(*1)は､業種により暫定基準の適用がある｡ 

10.(*2)ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類対策特別措置法施行令別表第二第一号から第十九号までに掲げる施設から排出される水に係る排出基準｡ 



表7 水質汚濁防止法施行令に基づく特定施設 昭和46年政令188号別表第1 
1.鉱業又は水洗炭業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.選鉱施設 ﾛ.選炭施

設 ﾊ.抗水中和沈でん施設 ﾆ.掘さく用の汚水分離施設 

1-2.畜産農業又はｻｰﾋﾞｽ業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ. 豚房施設(豚

房の総面積が50平方ﾒ ﾄーﾙ未満の事業場に係るものを除く｡) ﾛ.牛房施設(牛房の総面積

が200平方ﾒ ﾄーﾙ未満の事業場に係るものを除く｡) ﾊ.馬房施設(馬房の総面積が500平方

ﾒｰﾄﾙ未満の事業場に係るものを除く｡) 

2.畜産食料品製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ. 原料処理施設 ﾛ.

洗浄施設(洗びん施設を含む｡) ﾊ.湯煮施設 

3.水産食料品製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.水産動物原料処理

施設 ﾛ.洗浄施設 ﾊ.脱水施設 ﾆ.ろ過施設 ﾎ.湯煮施設 

4.野菜又は果実を原料とする保存食料品製造業の用に供する施設であって､次に掲げる

もの ｲ.原料処理施設 ﾛ.洗浄施設 ﾊ.圧搾施設 ﾆ.湯煮施設 

5.みそ､しょう油､食用ｱﾐﾉ酸､ｸﾞﾙﾀﾐﾝ酸ｿｰﾀ､゙ｿｰｽ又は食酢の製造業の用に供する施設で

あって､次に掲げるもの ｲ.原料処理施設 ﾛ.洗浄施設 ﾊ.湯煮施設 ﾆ.濃縮施設 ﾎ.精製施

設 ﾍ.ろ過施設 

6.小麦粉製造業の用に供する洗浄施設 

7.砂糖製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.原料処理施設 ﾛ.洗浄施設

(流送施設を含む｡) ﾊ.ろ過施設 ﾆ.分離施設 ﾎ.精製施設 

8.ﾊﾟﾝ若しくは菓子の製造業又は製あん業の用に供する粗製あんの沈でんそう 

9.米菓製造業又はこうじ製造業の用に供する洗米機 

10.飲料製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.原料処理施設 ﾛ.洗浄施設

(洗びん施設を含む｡) ﾊ.搾汁施設 ﾆ.ろ過施設 ﾎ.湯煮施設 ﾍ.蒸りゅう施設 

11.動物系飼料又は有機質肥料の製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.

原料処理施設 ﾛ.洗浄施設 ﾊ.圧搾施設 ﾆ.真空濃縮施設 ﾎ.水洗式脱臭施設 

12.動植物油脂製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.原料処理施設 ﾛ.洗

浄施設 ﾊ.圧搾施設 ﾆ.分離施設 

13.ｲｰｽﾄ製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.原料処理施設 ﾛ.洗浄施

設 ﾊ.分離施設 

14.でん粉又は化工でん粉の製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.原料

浸せき施設 ﾛ.洗浄施設(流送施設を含む｡) ﾊ.分離施設 ﾆ.渋だめ及びこれに類する施設 

15.ぶどう糖又は水あめの製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.原料処

理施設 ﾛ.ろ過施設 ﾊ.精製施設 

16.めん類製造業の用に供する湯煮施設 

17.豆腐又は煮豆の製造業の用に供する湯煮施設 

18.ｲﾝｽﾀﾝﾄｺ ﾋーｰ製造業の用に供する抽出施設 

18-2.冷凍調理食品製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.原料処理施設 

ﾛ.湯煮施設 ﾊ.洗浄施設 

18-3.たばこ製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.水洗式脱臭施設 ﾛ.洗

浄施設 

19.紡績業又は繊維製品の製造業若しくは加工業の用に供する施設であって､次に掲げ

るもの ｲ.まゆ湯煮施設 ﾛ.副蚕処理施設 ﾊ.原料浸せき施設 ﾆ.精練機及び精練そう ﾎ.ｼ

ﾙｹｯﾄ機 ﾍ.漂白機及び漂白そう ﾄ.染色施設 ﾁ.薬液浸透施設 ﾘ.のり抜き施設 

20.洗毛業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.洗毛施設 ﾛ.洗化炭施設 

21.化学繊維製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.湿式紡糸施設 ﾛ.ﾘﾝﾀ

ｰ又は未精練繊維の薬液処理施設 ﾊ.原料回収施設 

21-2.一般製材業又は木材ﾁｯﾌﾟ製造業の用に供する湿式ﾊﾞー ｶﾞー  

21-3.合板製造業の用に供する接着機洗浄施設 

21-4.ﾊﾟー ﾃｨｸﾙﾎﾞー ﾄﾞ製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.湿式ﾊﾞー ｶﾞー  

ﾛ.接着機洗浄施設 

22.木材薬品処理業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.湿式ﾊﾞー ｶﾞー  ﾛ.薬液浸

透施設 

23.ﾊﾟﾙﾌ､゚紙又は紙加工品の製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.原料

浸せき施設 ﾛ.湿式ﾊﾞー ｶ゙  ーﾊ.砕木機 ﾆ.蒸解施設 ﾎ.蒸解廃液濃縮施設 ﾍ.ﾁｯﾌﾟ洗浄施設

及びﾊﾟﾙﾌﾟ洗浄施設 ﾄ.漂白施設 ﾁ.抄紙施設(抄造施設を含む｡) ﾘ.ｾﾛﾊﾝ製膜施設 ﾇ.湿

式繊維板成型施設 ﾙ.廃ｶﾞｽ洗浄施設 

23-2.新聞業､出版業､印刷業又は製版業の製造業の用に供する施設であって､次に掲げ

るもの ｲ.自動式ﾌｨﾙﾑ現像洗浄施設 ﾛ.自動式感光膜付印刷版現像洗浄施設 

24.化学肥料製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.ろ過施設 ﾛ.分離施設 

ﾊ.水洗式破砕施設 ﾆ.廃ｶﾞｽ洗浄施設 ﾎ.湿式集じん施設 

25.水銀電解法による苛性ｿｰﾀﾞ又は苛性ｶﾘの製造業の用に供する施設であって､次に掲

げるもの ｲ.塩水精製施設 ﾛ.電解施設 

26.無機顔料製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.洗浄施設 ﾛ.ろ過施設 

ﾊ.ｶﾄ゙ﾐｳﾑ系無機顔料製造施設のうち､遠心分離機 ﾆ.群青製造施設のうち､水洗式分別施

設 ﾎ.廃ｶﾞｽ洗浄施設 

27.前2号に掲げる事業以外の無機化学工業製品製造業の用に供する施設であって､次

に掲げるもの ｲ.ろ過施設 ﾛ.遠心分離施設 ﾊ.硫酸製造施設のうち､亜硫酸ｶﾞｽ冷却洗浄

施設 ﾆ.活性炭又は二硫化炭素の製造施設のうち､洗浄施設 ﾎ.無水けい酸製造施設のう

ち､塩酸回収施設 ﾍ.青酸製造施設のうち､反応施設 ﾄ.よう素製造施設のうち､吸着施設及

び沈でん施設 ﾁ.海水ﾏｸﾞﾈｼｱ製造施設のうち､沈でん施設 ﾘ.ﾊﾘ゙ｳﾑ化合物製造施設のう

ち､水洗式分別施設 ﾇ.廃ｶﾞｽ洗浄施設 ﾙ.湿式集じん施設 

28.ｶｰﾊﾞｲﾄﾞ法ｱｾﾁﾚﾝ誘導品製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.湿式ｱ

ｾﾁﾚﾝｶﾞｽ発生施設 ﾛ.さく酸ｴｽﾃﾙ製造施設のうち､洗浄施設及び蒸りゅう施設 ﾊ.ﾎﾘ゚ﾋﾞﾆﾙ

ｱﾙｺｰﾙ製造施設のうち､ﾒﾁﾙｱﾙｺｰﾙ蒸りゅう施設 ﾆ.ｱｸﾘﾙ酸ｴｽﾃﾙ製造施設のうち､蒸りゅ

う施設 ﾎ.塩化ﾋ゙ﾆﾙﾓﾉﾏｰ洗浄施設 ﾍ.ｸﾛﾛﾌﾟﾚﾝﾓﾉﾏｰ洗浄施設 

29.ｺｰﾙﾀｰﾙ製品製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.ﾍﾞﾝｾﾞﾝ類硫酸洗

浄施設 ﾛ.静置分離器 ﾊ.ﾀｰﾙ酸ｿｰﾀﾞ硫酸分解施設 

30.発酵工業(第5号､第10号及び第13号に掲げる事業を除く｡)の用に供する施設であっ

て､次に掲げるもの ｲ.原料処理施設 ﾛ.蒸りゅう施設 ﾊ.遠心分離機 ﾆ.ろ過施設 

31.ﾒﾀﾝ誘導品製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.ﾒﾁﾙｱﾙｺｰﾙ又は四

塩化炭素の製造施設のうち､蒸りゅう施設 ﾛ.ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ製造施設のうち､精製施設 ﾊ.ﾌﾛ

ﾝｶﾞｽ製造施設のうち､洗浄施設及びろ過施設 

32.有機顔料又は合成染料の製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.ろ過

施設 ﾛ.顔料又は染色ﾚー ｷの製造施設のうち､水洗施設 ﾊ.遠心分離機 ﾆ.廃ｶﾞｽ洗浄施設 

33.合成樹脂製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.縮合反応施設 ﾛ.水洗

施設 ﾊ.遠心分離機 ﾆ.静置分離器 ﾎ.弗素樹脂製造施設のうち､ｶﾞｽ冷却洗浄施設及び蒸

りゅう施設 ﾍ.ﾎﾘ゚ﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ製造施設のうち､溶剤蒸りゅう施設 ﾄ.中圧法又は低圧法によるﾎﾘ゚

ｴﾁﾚﾝ製造施設のうち､溶剤回収施設 ﾁ.ﾎﾘ゚ﾌﾞﾃﾝの酸又はｱﾙｶﾘによる処理施設 ﾘ.廃ｶﾞｽ

洗浄施設 ﾇ.湿式集じん施設 

34.合成ｺﾞﾑ製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.ろ過施設 ﾛ.脱水施設 

ﾊ.水洗施設 ﾆ.ﾗﾃｯｸｽ濃縮施設 ﾎ.ｽﾁﾚﾝ･ﾌﾞﾀｼﾞｴﾝｺﾞﾑ､ﾆﾄﾘﾙ･ﾌﾞﾀｼﾞｴﾝｺﾞﾑ又はﾎﾘ゚ﾌﾞﾀｼﾞｴﾝ

ｺﾞﾑの製造施設のうち､静置分離器 

35.有機ｺﾞﾑ薬品製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.蒸りゅう施設 ﾛ.分

離施設 ﾊ.廃ｶﾞｽ洗浄施設 

36.合成洗剤製造業の用に供する施設であって､次に掲げるものｲ.廃酸分離施設 ﾛ.廃ｶﾞｽ

洗浄施設 ﾊ.湿式集じん施設 

37.前6号に掲げる事業以外の石油化学工業(石油又は石油副生ｶﾞｽ中に含まれる炭化水

素の分解､分離その他の化学的処理により製造される炭化水素又は炭化水素誘導品の

製造業をいい､第51号に掲げる事業を除く｡)の用に供する施設であって､次に掲げるも

の ｲ.洗浄施設 ﾛ.分離施設 ﾊ.ろ過施設 ﾆ.ｱｸﾘﾛﾆﾄﾘﾙ製造施設のうち､急冷施設及び蒸り

ゅう施設 ﾎ.ｱｾﾄｱﾙﾃﾞﾋﾄ､゙ｱｾﾄﾝ､ｶﾌﾞﾛﾗｸﾀﾑ､ﾃﾚﾌﾀﾙ酸又はﾄﾘﾚﾝｼﾞｱﾐﾝの製造施設のうち､

蒸りゅう施設 ﾍ.ｱﾙｷﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ製造施設のうち､酸又はｱﾙｶﾘによる処理施設 ﾄ.ｲｿﾌﾟﾛﾋﾟﾙｱﾙ

ｺｰﾙ製造施設のうち､蒸りゅう施設及び硫酸濃縮施設 ﾁ.ｴﾁﾚﾝｵｷｻｲﾄﾞ又はｴﾁﾚﾝｸﾘ゙ｺｰﾙ

の製造施設のうち､蒸りゅう施設及び濃縮施設 ﾘ.2-ｴﾁﾙﾍｷｼﾙｱﾙｺｰﾙ又はｲｿﾌﾞﾁﾙｱﾙｺｰ

ﾙの製造施設のうち､縮合反応施設及び蒸りゅう施設 ﾇ.ｼｸﾛﾍｷｻﾉﾝ製造施設のうち､酸又

はｱﾙｶﾘによる処理施設 ﾙ.ﾄﾘﾚﾝｼﾞｲｿｼｱﾈ ﾄー又は無水ﾌﾀﾙ酸の製造施設のうち､ｶﾞｽ冷却

洗浄施設 ｵ.ﾉﾙﾏﾙﾊﾟﾗﾌｨﾝ製造施設のうち､酸又はｱﾙｶﾘによる処理施設及びﾒﾁﾙｱﾙｺｰﾙ

蒸りゅう施設 ﾜ.ﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝｵｷｻｲﾄﾞ又はﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝｸﾘ゙ｺｰﾙのけん化器 ｶ.ﾒﾁﾙｴﾁﾙｹﾄﾝ製造施設

のうち､水蒸気濃縮施設 ﾖ.ﾒﾁﾙﾒﾀｱｸﾘﾚ ﾄーﾓﾉﾏｰ製造施設のうち､反応施設及びﾒﾁﾙｱﾙｺ

ｰﾙ回収施設 ﾀ.廃ｶﾞｽ洗浄施設 

38.石けん製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.原料精製施設 ﾛ.塩析施

設 

38-2.界面活性剤製造業の用に供する反応施設(1,4-ｼﾞｵｷｻﾝが発生するものに限り､洗浄

装置を有しないものを除く) 

39.硬化油製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.脱酸施設 ﾛ.脱臭施設 

40.脂肪酸製造業の用に供する蒸りゅう施設 

41.香料製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.洗浄施設 ﾛ.抽出施設 

42.ｾﾞﾗﾁﾝ又はにかわの製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.原料処理

施設 ﾛ.石灰づけ施設 ﾊ.洗浄施設 

43.写真感光材料製造業の用に供する感光剤洗浄施設 

44.天然樹脂製品製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.原料処理施設 ﾛ.

脱水施設 

45.木材化学工業の用に供するﾌﾙﾌﾗｰﾙ蒸りゅう施設 

46.第28号から前号までに掲げる事業以外の有機化学工業製品製造業の用に供する施

設であって､次に掲げるもの ｲ.水洗施設 ﾛ.ろ過施設 ﾊ.ﾋﾄﾞﾛｼﾞﾝ製造施設のうち､濃縮施

設 ﾆ.廃ｶﾞｽ洗浄施設 

47.医薬品製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.動物原料処理施設 ﾛ.ろ

過施設 ﾊ.分離施設 ﾆ.混合施設(第2条各号に掲げる物質を含有する物を混合するもの

に限る｡以下同じ｡) ﾎ.廃ｶﾞｽ洗浄施設 

48.火薬製造業の用に供する洗浄施設 

49.農薬製造業の用に供する混合施設 

50.第2条各号に掲げる物質を含有する試薬の製造業の用に供する試薬製造施設 

51.石油精製業(潤滑油再生業を含む｡)の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.脱

塩施設 ﾛ.原油常圧蒸りゅう施設 ﾊ.脱硫施設 ﾆ.揮発油､灯油又は軽油の洗浄施設 ﾎ.潤

滑油洗浄施設 

51-2.自動車用ﾀｲﾔ若しくは自動車用ﾁｭｰﾌﾞの製造業､ｺﾞﾑﾎｰｽ製造業､工業用ｺﾞﾑ製品製

造業(防振ｺﾞﾑ製造業を除く｡)､再生ﾀｲﾔ製造業又はｺﾞﾑ板製造業の用に供する直接加硫施

設 

51-3.医療用若しくは衛生用のｺﾞﾑ製品製造業､ｺﾞﾑ手袋製造業､糸ｺﾞﾑ製造業又はｺﾞﾑﾊﾞﾝﾄﾞ

製造業の用に供するﾗﾃｯｸｽ成形型洗浄施設 

52.皮革製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.洗浄施設 ﾛ.石灰づけ施設 

ﾊ.ﾀﾝﾆﾝづけ施設 ﾆ.ｸﾛﾑ浴施設 ﾎ.染色施設 

53.ｶﾞﾗｽ又はｶﾞﾗｽ製品の製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.研磨洗浄

施設 ﾛ.廃ｶﾞｽ洗浄施設 

54.ｾﾒﾝﾄ製品製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.抄造施設 ﾛ.成型機 

ﾊ.水養生施設(蒸気養生施設を含む｡) 

55.生ｺﾝｸﾘ ﾄー製造業の用に供するﾊﾞｯﾁｬｰﾌﾟﾗﾝﾄ 

56.有機質砂かべ材製造業の用に供する混合施設 

57.人造黒鉛電極製造業の用に供する成型施設 

58.窯業原料(うわ薬原料を含む｡)の製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの 

ｲ.水洗式破砕施設 ﾛ.水洗式分別施設 ﾊ.酸処理施設 ﾆ.脱水施設 



59.砕石業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.水洗式破砕施設 ﾛ.水洗式分別

施設 

60.砂利採取業の用に供する水洗式分別施設 

61.鉄鋼業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.ﾀｰﾙ及びｶﾞｽ液分離施設 ﾛ.ｶﾞｽ

冷却洗浄施設 ﾊ.圧延施設 ﾆ.焼入れ施設 ﾎ.湿式集じん施設 

62.非鉄金属製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.還元そう ﾛ.電解施設

(溶解塩電解施設を除く｡) ﾊ.焼入れ施設 ﾆ.水銀精製施設 ﾎ.廃ｶﾞｽ洗浄施設 ﾍ.湿式集じ

ん施設 

63.金属製品製造業又は機械器具製造業(武器製造業を含む｡)の用に供する施設であっ

て､次に掲げるもの ｲ.焼入れ施設 ﾛ.電解式洗浄施設 ﾊ.ｶﾄﾞﾐｳﾑ電極又は鉛電極の化成

施設 ﾆ.水銀精製施設 ﾎ.廃ｶﾞｽ洗浄施設 

63-2.空きびん卸売業の用に供する自動式洗びん施設 

63-3.石炭を燃料とする火力発電施設のうち､廃ｶﾞｽ洗浄施設 

64.ｶﾞｽ供給業又はｺ ｸーｽ製造業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.ﾀｰﾙ及び

ｶﾞｽ液分離施設 ﾛ.ｶﾞｽ冷却洗浄施設(脱硫化水素施設を含む｡) 

64-2.水道施設(水道法(昭和32年法律第177号)第3 条第8項に規定するものをいう｡)､

工業用水道施設(工業用水道事業法(昭和33年法律第84号)第2 条第6項に規定するも

のをいう｡)又は自家用工業用水道(同法第21条第1項に規定するものをいう｡)の施設のう

ち､浄水施設であって､次に掲げるもの(これらの浄水能力が1日あたり1万立方ﾒｰﾄﾙ未

満の事業場に係るものを除く｡) ｲ.沈でん施設 ﾛ.ろ過施設 

65.酸又はｱﾙｶﾘによる表面処理施設 

66.電気めっき施設 

66-2.ｴﾁﾚﾝｵｷｻｲﾄﾞ又は1,4-ｼﾞｵｷｻﾝの混合施設 

(前各号に該当するものを除く｡) 

66-3.旅館業(旅館業法(昭和23年法律第138号)第2 条第1項に規定するもの(下宿営業

を除く｡)をいう)の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.ちゅう房施設 ﾛ.洗たく施設 

ﾊ.入浴施設 

66-4.共同調理場(学校給食法(昭和29年法律第160号)第5条の2に規定する施設をいう｡

以下同じ｡)に設置されるちゅう房施設(業務の用に供する部分の総床面積(以下単に｢総床

面積｣という｡)が500平方ﾒｰﾄﾙ未満の事業場に係るものを除く｡) 

66-5.弁当仕出屋又は弁当製造業の用に供するちゅう房施設(総床面積が360平方ﾒ ﾄーﾙ

未満の事業場に係るものを除く｡) 

66-6.飲食店(次号及び66号の7に掲げるものを除く｡)に設置されるちゅう房施設(総床面

積が420平方ﾒｰﾄﾙ未満の事業場に係るものを除く｡) 

66-7.そば店､うどん店､すし店のほか､喫茶店その他の通常主食と認められる食事を提供

しない飲食店(次号に掲げるものを除く｡)に設置されるちゅう房施設(総床面積が630平方

ﾒｰﾄﾙ未満の事業場に係るものを除く｡) 

66-8.料亭､ﾊﾞー ､ｷｬﾊﾞﾚ ､ーﾅｲﾄｸﾗﾌﾞその他これらに類する飲食店で設備を設けて客の接待

をし､又は客にﾀﾞﾝｽをさせるものに設置されるちゅう房施設(総床面積が1,500平方ﾒｰﾄﾙ

未満の事業場に係るものを除く｡) 

67.洗たく業の用に供する洗浄施設 

68.写真現像業の用に供する自動式ﾌｨﾙﾑ現像洗浄施設 

68-2.病院(医療法(昭和23年法律第205号)第1 条の2第1項に規定するものをいう｡以

下同じ｡)で病床数が300以上であるものに設置される施設であって､次に掲げるもの ｲ.

ちゅう房施設 ﾛ.洗たく施設 ﾊ.入浴施設 

69.と畜業又は死亡獣畜取扱業の用に供する解体施設 

69-2.中央卸売市場(卸売市場法(昭和46年法律第35号)第2 条第3項に規定するものを

いう｡)に設置される施設であって､次に掲げるもの(水産物に係るものに限る｡) ｲ.卸売場 

ﾛ.仲卸売場 

69-3.地方卸売市場(卸売市場法第2条第4項に規定するもの(卸売市場法施行令(昭和46

年政令第221号)第2条第2項に規定するものを除く｡)をいう｡)に設置される施設であっ

て､次に掲げるもの(水産物に係るものに限り､これらの総面積が1,000平方ﾒ ﾄーﾙ未満の

事業場に係るものを除く｡) ｲ.卸売場 ﾛ.仲卸売場 

70.廃油処理施設(海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律(昭和45年法律第136号)

第3条第14号に規定するものをいう｡) 

70-2.自動車分解整備業(道路運送車両法(昭和26年法律第185号)第77条に規定するも

のをいう｡以下同じ｡)の用に供する洗車施設(屋内作業場の総面積が800平方ﾒ ﾄーﾙ未満

の事業場に係るもの及び次号に掲げるものを除く｡) 

71.自動式車両洗浄施設 

71-2.科学技術(人文科学のみに係るものを除く｡)に関する研究､試験､検査又は専門教育

を行う事業場で総理府令で定めるものに設置されるそれらの業務の用に供する施設で

あって､次に掲げるもの ｲ.洗浄施設 ﾛ.焼入れ施設 

71-3.一般廃棄物処理施設(廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和45年法律第137

号)第8 条第1項に規定するものをいう｡)である焼却施設 

71-4.産業廃棄物処理施設(廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条第1項に規定す

るものをいう｡)のうち､次に掲げるもの 

ｲ.廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令(昭和46年政令第300号)第7条第1号､

第3号から第6号まで､第8号又は第11 号に掲げる施設であって､国若しくは地方公共

団体又は産業廃棄物処理業者(廃棄物の処理及び清掃に関する法律第2条第4項に規

定する産業廃棄物の処分を業として行う者(同法第14条第4項ただし書の規定により同項

本文の許可を受けることを要しない者及び同法第14条の4第4項ただし書の規定により

同項本文の許可を受けることを要しない者を除く｡)をいう｡)が設置するもの ﾛ.廃棄物の処

理及び清掃に関する法律施行令第7条第12号から第13号までに掲げる施設 

71-5.ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ､ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ又はｼｸ゙ﾛﾛﾒﾀﾝによる洗浄施設(前各号に該当するもの

を除く｡) 

71-6.ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ､ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ又はｼｸ゙ﾛﾛﾒﾀﾝの蒸留施設(前各号に該当するものを除

く｡) 

72.し尿処理施設(建築基準法施行令第32条第1項の表に規定する算定方法により算定し

た処理対象人員が500人以下のし尿浄化槽を除く｡) 

73.下水道終末処理施設 

74.特定事業場から排出される水(公共用水域に排出されるものを除く｡)の処理施設(前2

号に掲げるものを除く｡) 

表8 群馬県条例に基づく特定施設  

(群馬県の生活環境を保全する条例施行規則別表第7) 
1.電気機械器具製造業(乾電池製造業に限る｡)の用に供する混合施設 

2.金属製品製造業(ﾄﾛﾌｨー 製造業に限る｡)の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.

研磨施設 ﾛ.塗装被膜施設 

3.化学工業の用に供する施設であって､次に掲げるもの ｲ.ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ製造施設のうち､

精製施設 ﾛ.縮合反応施設(ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄ､゙同重合品及び同誘導品を使用するものに限る｡) 

4.ﾎﾞﾀﾝ製造業の用に供するｶｾｲ゙ﾝ浸せき施設(ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞを使用するものに限る｡) 

表9 ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類対策特別措置法施行令に基づく特定施設 

平成11 年政令433 号別表第2 
1.硫酸塩ﾊﾟﾙﾌ(゚ｸﾗﾌﾄﾊﾟﾙﾌ)゚又は亜硫酸ﾊﾟﾙﾌ(゚ｻﾙﾌｧｲﾄﾊﾟﾙﾌ)゚の製造の用に供する塩素又

は塩素化合物による漂白施設 

2.ｶｰﾊﾞｲﾄ法ｱｾﾁﾚﾝの製造の用に供するｱｾﾁﾚﾝ洗浄施設 

3.硫酸ｶﾘｳﾑの製造の用に供する施設のうち､廃ｶﾞｽ洗浄施設 

4.ｱﾙﾐﾅ繊維の製造の用に供する施設のうち､廃ｶﾞｽ洗浄施設 

5.担体付き触媒の製造(塩素又は塩素化合物を使用するものに限る｡) の用に供する焼成

炉から発生するｶﾞｽを処理する施設のうち､廃ｶﾞｽ洗浄施設 

6.塩化ﾋﾞﾆﾙﾓﾉﾏｰの製造の用に供する二塩化ｴﾁﾚﾝ洗浄施設 

7.ｶﾌﾟﾛﾗｸﾀﾑの製造(塩化ﾆﾄﾛｼﾙを使用するものに限る｡)の用に供する施設のうち､次に掲

げるもの ｲ.硫酸濃縮施設 ﾛ.ｼｸﾛﾍｷｻﾝ分離施設 ﾊ.廃ｶﾞｽ洗浄施設 

8.ｸﾛﾛﾍﾞﾝｾﾞﾝ又はｼﾞｸﾛﾛﾍﾞﾝｾﾞﾝの製造の用に供する施設のうち､次に掲げるもの ｲ.水洗

施設 ﾛ.廃ｶﾞｽ洗浄施設 

9.4-ｸﾛﾛﾌﾀﾙ酸水素ﾅﾄﾘｳﾑの製造の用に供する施設のうち､次に掲げるもの ｲ.ろ過施設 

ﾛ.乾燥施設 ﾊ.廃ｶﾞｽ洗浄施設 

10.2,3-ｼﾞｸﾛﾛ-1,4ﾅﾌﾄｷﾉﾝの製造の用に供する施設のうち､次に掲げるもの ｲ.ろ過施設 

ﾛ.廃ｶﾞｽ洗浄施設 

11.8,18-ｼﾞｸﾛﾛ-5,15-ｼﾞｴﾁﾙ-5,15-ｼﾞﾋﾄﾞﾛｼｲ゙ﾝﾄﾞﾛ[3,2-b: 3 ,́2́ -m]ﾄﾘﾌｪﾉｼﾞｵｷｻｼﾞﾝ(別名ｼﾞ

ｵｷｻｼﾞﾝﾊﾞｲｵﾚｯﾄ｡ﾊにおいて単に｢ｼﾞｵｷｻｼﾞﾝﾊﾞｲｵﾚｯﾄ｣という｡)の製造の用に供する施設

のうち､次に掲げるもの ｲ.ﾆﾄﾛ化誘導体分離施設及び還元誘導体分離施設 ﾛ.ﾆﾄﾛ化誘導

体洗浄施設及び還元誘導体洗浄施設 ﾊ.ｼﾞｵｷｻｼﾞﾝﾊﾞｲｵﾚｯﾄ洗浄施設 ﾆ.熱風乾燥施設 

12.ｱﾙﾐﾆｳﾑ又はその合金の製造の用に供する焙焼炉､溶解炉又は乾燥炉から発生する

ｶﾞｽを処理する施設のうち､次に掲げるもの ｲ.廃ｶﾞｽ洗浄施設 ﾛ.湿式集じん施設 

13.亜鉛の回収(製鋼の用に供する電気炉から発生するばいじんであって､集じん機により

集められたものからの亜鉛の回収に限る｡)の用に供する施設のうち､次に掲げるもの ｲ.

精製施設 ﾛ.廃ｶﾞｽ洗浄施設 ﾊ.湿式集じん施設 

14.担体付き触媒(使用済みのものに限る｡)からの金属の回収(ｿｰﾀﾞ灰を添加して焙焼炉で

処理する方法及びｱﾙｶﾘにより抽出する方法(焙焼炉で処理しないものに限る｡)によるも

のを除く｡)の用に供する施設のうち､次に揚げるもの ｲ.ろ過施設 ﾛ.精製施設 ﾊ.廃ｶﾞｽ洗

浄施設 

15.大気施設の5.に掲げる廃棄物焼却炉から発生するｶﾞｽを処理する施設のうち次に掲げ

るもの及び当該廃棄物焼却炉において生ずる灰の貯留施設であって汚水又は廃液を排

出するもの ｲ.廃ｶﾞｽ洗浄施設 ﾛ.湿式集じん施設 

16.廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令(昭和46年政令第300号)第7条第12号

の2及び第13号に揚げる施設 

17.ﾌﾛﾝ類(特定物質の規制等によるｵｿﾞﾝ層の保護に関する法律施行令(平成6年政令第

308号)別表1の項､3の項及び6の項に揚げる特定物質をいう｡)の破壊(ﾌﾟﾗｽﾞﾏを用いて

破壊する方法その他環境省令で定める方法によるものに限る｡)の用に供する施設のう

ち､次に揚げるもの ｲ.ﾌﾟﾗｽﾞﾏ反応施設 ﾛ.廃ｶﾞｽ洗浄施設 ﾊ.湿式集じん施設 

18.下水道終末処理施設(水質施設の1.~17.及び19.に掲げる施設に係る汚水又は廃液を

含む下水を処理するものに限る｡) 

19.水質施設の1.~17.までに掲げる施設を設置する工場又は事業場から排出される水(水

質施設の1.~17.までに掲げる施設に係る汚水若しくは廃液又は当該汚水若しくは廃液を

処理したものを含むものに限り､公共用水域に排出されるものを除く｡)の処理施設(水質施

設の18.に掲げる施設を除く｡) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



2.下水道法 
 

下水道法により､終末処理場を有する公共下水道の使用者は下水道に放流する場合､基準に適合するように

水質を管理するよう定められています｡製造業及びガス供給業には(  )内の基準値まで上乗せできることとされ

ています｡ 
 

表1 下水排除基準 昭和34年政令147号 

  特定施設の設置者 特定施設を設置していない者 

項目 50m3/日以上 50m3/日未満 50m3/日以上 50m3/日未満 

温度 45(40)℃未満 

  

45(40)℃未満 

  

ｱﾝﾓﾆｱ性窒素､亜硝酸性窒素 

及び硝酸性窒素含有量 
380(125)mg/L未満 380(125)mg/L未満 

水素ｲｵﾝ濃度(pH) 5(5.7)超～9(8.7)未満 5(5.7)超～9(8.7)未満 

生物化学的酸素要求量(BOD) 600(300)mg/L未満 600(300)mg/L未満 

浮遊物質量(SS) 600(300)mg/L未満 600(300)mg/L未満 

ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質含有量(鉱油類含有量) 5mg/L以下 5mg/L以下 

(動植物油脂類含有量)  30mg/L以下 30mg/L以下 

窒素含有量 240(150)mg/L未満 240(150)mg/L未満 

燐含有量 32(20)mg/L未満 32(20)mg/L未満 

沃素消費量 220mg/L未満 220mg/L未満 

ｶﾄﾞﾐｳﾑ及びその化合物 0.03mg/L以下 

ｼｱﾝ化合物 1mg/L以下 

有機燐化合物 1mg/L以下 

鉛及びその化合物 0.1mg/L以下 

六価ｸﾛﾑ化合物 0.5mg/L以下 

砒素及びその化合物 0.1mg/L以下 

水銀及びｱﾙｷﾙ水銀その他の水銀化合物 0.005mg/L以下 

ｱﾙｷﾙ水銀化合物 検出されないこと 

ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪﾆﾙ 0.003mg/L以下 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.1mg/L以下 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.1mg/L以下 

ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 0.2mg/L以下 

四塩化炭素 0.02mg/L以下 

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.04mg/L以下 

1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 1mg/L以下 

ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.4mg/L以下 

1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 3mg/L以下 

1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.06mg/L以下 

1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 0.02mg/L以下 

ﾁｳﾗﾑ 0.06mg/L以下 

ｼﾏｼﾞﾝ 0.03mg/L以下 

ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ 0.2mg/L以下 

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 0.1mg/L以下 

ｾﾚﾝ及びその化合物 0.1mg/L以下 

ほう素及びその化合物 10mg/L以下 

ふっ素及びその化合物 8mg/L以下 

1,4-ｼﾞｵｷｻﾝ 0.5mg/L以下 

ﾌｪﾉｰﾙ類 5mg/L以下 

銅及びその化合物 3mg/L以下 

亜鉛及びその化合物 2mg/L以下 

鉄及びその化合物(溶解性) 10mg/L以下 

ﾏﾝｶﾞﾝ及びその化合物(溶解性) 10mg/L以下 

ｸﾛﾑ及びその化合物 2mg/L以下 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類 10pg-TEQ/L以下 
｢検出されないこと｣とは､下水の水質の検定方法(昭和37年厚･建令1号)による結果が定量限界を下回ることをいう｡ 



3.群馬県廃棄物処理施設維持管理基準 
 

群馬県廃棄物処理施設の構造及び維持管理等に関する基準において､廃棄物処理施設管理者は､表に掲
げる項目について決められた頻度で測定し､規定する許容限度に適合するように維持管理を行わなければなり
ません｡ 

安定型産業廃棄物の最終処分場からの浸透水を公共用水域に放流する場合は、BOD20mg/L以下､
COD40mg/L以下及び地下水基準に掲げる基準値に適合するように維持管理することが定められております。
中間処理施設の排水処理設備からの放流水､一般廃棄物最終処分場及び管理型産業廃棄物最終処分場の浸
出液処理設備からの放流水について､排水を公共用水域に放流する場合は､排水基準に適合するように維持
管理することが定められています｡ 

排水あるいは浸透水を地下に浸透させる場合は､有害物質について検出されないこと､及び生活環境項目に
ついて排水基準の許容限度に適合することが定められており､下水道に放流する場合は､下水道法又は､放流
する下水道の管理者が定めた値に管理することが定められています｡ 
 

表1 地下水基準 (観測井戸水､周縁地下水､周辺地下水､安定型産業廃棄物の最終処分場からの浸透水) 
群馬県廃棄物処理施設の構造及び維持管理等に関する基準(平成18年3月制定) 

測定項目 基準値 頻度 

A ｱﾙｷﾙ水銀 検出されないこと Bの電気伝導率又は塩化物ｲｵﾝについて1月に1回以上測定する｡ 

Aの項目について6ヶ月に1回以上(埋立地上流井戸については1年に1回以

上)測定する｡ 

 

地下水等の汚染が生ずるおそれがないことが明らかな項目については､知

事の承認を受けた場合は､この限りではない｡ 

A 総水銀 0.0005mg/L以下 

A ｶﾄﾞﾐｳﾑ 0.003mg/L以下 

A 鉛 0.01mg/L以下 

A 六価ｸﾛﾑ 0.05mg/L以下 

A 砒素 0.01mg/L以下 

A 全ｼｱﾝ 検出されないこと 

A ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪﾆﾙ 検出されないこと 

A ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.03mg/L以下 

A ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.01mg/L以下 

A ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 0.02mg/L以下 

A 四塩化炭素 0.002mg/L以下 

A 1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.004mg/L以下 

A 1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.02mg/L以下 

A 1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.04mg/L以下 

A ｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.002mg/L以下 

A 1,4-ｼﾞｵｷｻﾝ 0.05mg/L以下 

A 1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 1mg/L以下 

A 1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.006mg/L以下 

A 1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 0.002mg/L以下 

A ﾁﾗｳﾑ 0.006mg/L以下 

A ｼﾏｼﾞﾝ 0.003mg/L以下 

A ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌ  ゙ 0.02mg/L以下 

A ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 0.01mg/L以下 

A ｾﾚﾝ 0.01mg/L以下 

A ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類 1pg-TEQ/L 

B 電気伝導率 - 

B 塩化物ｲｵﾝ - 

 pH - 安定型産業廃棄物最終処分場の浸透水の水質検査をAの項目について1年

に1回以上､水素ｲｵﾝ濃度(pH)､生物化学的酸素要求量(BOD)(又は化学的酸

素要求量(COD))､浮遊物質量(SS)及び窒素含有量(T-N)について1月に1回以

上行う｡(埋立処分が終了した埋立地においては､3ヶ月に1回以上) 

安定型産業廃棄物最終処分場に遮水工又は浸出液処理設備を設けた場合

においては浸出液及び放流水の水質検査をAの項目について1年に1回以

上､水素ｲｵﾝ濃度(pH)､生物化学的酸素要求量(BOD)(又は化学的酸素要求量

(COD))､浮遊物質量(SS)及び窒素含有量(T-N)について1月に1回以上行う｡ 

 BOD 20mg/L 

 COD 40mg/L 

 SS - 

 T-N - 

   



表2 排水基準 

群馬県廃棄物処理施設の構造及び維持管理等に関する基準(平成18年3月制定) 

測定項目 許容限度 頻度 

A ｶﾄﾞﾐｳﾑ及びその化合物 0.03mg/L以下 中間処理施設の排水処理設備において､

処理する前の水質及び処理した後の水

質の検査をAの項目について1年に1回以

上､Bの項目について1月に1回以上行う｡ 

 

一般廃棄物最終処分場及び管理型産業

廃棄物最終処分場の浸出液処理設備に

おいて､処理する前の水質及び処理した

後の水質の検査をAの項目について1年

に1回以上､Bの項目について1月に1回以

上行う｡ 

 

Bの項目の､BOD､CODについては､放流

先によりどちらかを行えばよい｡ 

 

地下水等の汚染が生ずるおそれがない

ことが明らかな項目については､知事の

承認を受けた場合は､この限りではない｡ 

A ｼｱﾝ化合物 1mg/L以下 

A 有機燐化合物 1mg/L以下 

A 鉛及びその化合物 0.1mg/L以下 

A 六価ｸﾛﾑ化合物 0.5mg/L以下 

A 砒素及びその化合物 0.1mg/L以下 

A 水銀及びｱﾙｷﾙ水銀その他の水銀化合物 0.005mg/L以下 

A ｱﾙｷﾙ水銀化合物 検出されないこと 

A ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪﾆﾙ 0.003mg/L以下 

A ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.3mg/L以下 

A ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.1mg/L以下 

A ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 0.2mg/L以下 

A 四塩化炭素 0.02mg/L以下 

A 1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.04mg/L以下 

A 1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.2mg/L以下 

A 1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.4mg/L以下 

A ｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.02mg/L以下 

A 1,4-ｼﾞｵｷｻﾝ 0.5mg/L以下 

A 1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 3mg/L以下 

A 1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.06mg/L以下 

A 1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 0.02mg/L以下 

A ﾁﾗｳﾑ 0.06mg/L以下 

A ｼﾏｼﾞﾝ 0.03mg/L以下 

A ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌ  ゙ 0.2mg/L以下 

A ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 0.1mg/L以下 

A ｾﾚﾝ及びその化合物 0.1mg/L以下 

A ほう素及びその化合物 10mg/L以下 

A ふっ素及びその化合物 8mg/L以下 

A 
ｱﾝﾓﾆｱ､ｱﾝﾓﾆｳﾑ化合物､ 

亜硝酸化合物及び硝酸化合物 
100mg/L以下 

B 水素ｲｵﾝ濃度(pH) 5.8以上8.6以下 

B 生物化学的酸素要求量(BOD) 25mg/L以下 

B 化学的酸素要求量(COD) 25mg/L以下 

B 浮遊物質(SS) 50mg/L以下 

A ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質含有量(鉱油) 5mg/L以下 

A ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質含有量(動植物油) 30mg/L以下 

A ﾌｪﾉｰﾙ類含有量 1mg/L以下 

A 銅含有量 3mg/L以下 

A 亜鉛含有量 2mg/L以下 

A 溶解性鉄含有量 10mg/L以下 

A 溶解性ﾏﾝｶﾞﾝ含有量 10mg/L以下 

A ｸﾛﾑ含有量 2mg/L以下 

A 大腸菌群数 3000個/cm3以下(日間平均) 

B 窒素含有量 120mg/L以下(日間平均60) 

A 燐含有量 16mg/L以下(日間平均8) 

A ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄ  ゙ 10mg/L以下 

A ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類 10pg-TEQ/L以下 
 


